
2025 年 3 月 1 日 

＜入 所＞ 

利 用 料 金 表 
（介護保険負担金） 

１．サービス費（強化型） 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

従来型個室 

（日 額） 

788 単位 

(799 円) 

863 単位 

(875 円) 

928 単位 

(941 円) 

985 単位 

(999 円) 

1,040 単位 

(1,055 円) 

多 床 室 

（日 額） 

871 単位 

(884 円) 

947 単位 

(961 円) 

1,014 単位 

(1,029 円) 

1,072 単位 

(1,087 円) 

1,125 単位 

(1,141 円) 
 

※外泊した場合は、1 ｹ月に６日を限度として上記サービス費に代えて 1 日につき３６２単位（３６７円）を算定します。（外泊の初日および最終日を除く） 

※試行的に退所し、施設が居宅サービスを提供する場合は、１ヶ月に６日を限度として上記サービス費に代えて１日につき８００単位（８１２円）を算定 

 します。（試行的な退所に係る初日および最終日を除く） 

２．加算 

加算の種類 加算額 備  考 加算の種類 加算額 備  考 

夜勤配置加算 ２４単位 

（２５円） 

入所者に対して２０：１の夜勤職員を配置している場

合 

入所前後訪問指導 

加算（Ⅰ） 

４５０単位 

（４５７円） 

入所中１回 

入所期間が１月を超えると見込まれる利用者の入所予

定日前 30日以内又は入所後 7日以内に、退所後に生活

する居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計

画の策定及び診療方針を決定した場合 

認知症ケア加算 

 

７６単位 

（７７円） 

認知症専門棟においてサービスを行った場合 

 

入所前後訪問指導 

加算（Ⅱ） 

４８０単位 

（４８７円） 

入所中１回 

入所期間が１月を超えると見込まれる利用者の入所予

定日前 30日以内又は入所後 7日以内に、退所後に生活

する居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計

画の策定及び診療方針の決定にあたり、生活機能の具

体的な改善目標を定めるとともに、退所後の生活に係

る支援計画を策定した場合 

若年性認知症入所者

受入加算 

１２０単位 

（１２２円） 

若年性認知症入所者ごとに個別の担当者を定め、 サ

ービス提供を行った場合 

試行的退所時指導 

加算 

４００単位 

（４０６円） 

＊試行的な退所

月から３月の間

に限り、１月に 1

回を限度 

退所が見込まれる入所期間が１月を超える利用者が居

宅において試行的な退所時に、利用者及びその家族等

に対して、退所後の療養上の指導を行った場合 

短期集中リハ加

算（Ⅰ） 

１日につき 

２５８単位 

（２６２円) 

（Ⅱ）の要件に加え、原則として入所時及び１月に１

回以上ＡＤＬ等の評価を行うとともに、その評価結果

等の情報を厚生労働省に提出し、必要に応じてリハビ

リテーション計画を見直している場合 

退所時情報提供 

加算（Ⅰ） 

５００単位 

（５０７円） 

※1回を限度と

して算定 

入所期間が 1月を超える利用者が居宅へ退所する入所

者について、退所後の主治医に対し、当該入所者の診

療情報、心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した

場合（退所後に他の施設等に入所する場合に、当該施

設に対し必要な情報を提供したときも同様に算定） 

短期集中リハ加

算（Ⅱ） 

１日につき 

２００単位 

（２０３円) 

入所の日から起算して３月以内の期間に集中的にリハ

ビリテーションを行った場合 

退所時情報提供 

加算（Ⅱ） 

２５０単位 

（２５４円） 

※1回を限度と

して算定 

入所期間が 1月を超える利用者が入院した場合におい

て、当該医療機関に対して、入所者の心身の状況、生

活歴等の情報を提供した場合 

認知症短期集中 

リハ加算（Ⅰ） 

１日につき 

２４０単位 

（２４４円) 

（Ⅱ）の要件に加え、入所者が退所後生活する居宅又

は社会福祉施設等を訪問し、当該訪問により把握した

生活環境を踏まえたリハビリテーション計画を作成し

た場合 

入退所前連携加算 

（Ⅰ） 

６００単位 

（６０９円） 

＊１回を限度と

して算定 

入所前 30日以内又は入所後 30日以内に、居宅介護支

援事業者と連携し、退所後の居宅サービス又は地域密

着型サービスの利用方針を定め、入所期間が１月を超

える退所後に、居宅サービス又は地域密着型サービス

を利用する場合に、居宅介護支援事業者に対し必要な

情報を提供し、かつ当該事業者と連携して退所後の居

宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調

整を行った場合 

認知症短期集中 

リハ加算（Ⅱ） 

１日につき 

１２０単位 

(１２２円) 

入所の日から起算して３月以内の期間に認知症者に対

してリハビリテーションを行った場合 

入退所前連携加算 

（Ⅱ） 

４００単位 

（４０６円） 

＊１回を限度と

して算定 

入所期間が１月を超える利用者が退所後居宅サービス

又は地域密着型サービスを利用する場合に、居宅介護

支援事業者に対し必要な情報を提供し、かつ当該事業

者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サ

ービスの利用に関する調整を行った場合 

在宅復帰・在宅療

養支援機能加算

（Ⅰ） 

１日につき 

５１単位 

（５２円） 

基本型の施設であって、厚生労働大臣が定める基準の

算定数を四十以上満たしている場合 

訪問看護指示加算 

 

３００単位 

（３０５円） 

＊１回を限度と

して算定 

訪問看護が必要と認められる利用者の退所時に、訪問

看護ステーションに対して訪問看護指示書を交付した

場合 

 

在宅復帰・在宅療

養支援機能加算

（Ⅱ） 

１日につき 

５１単位 

(５２円) 

強化型の施設であって、厚生労働大臣が定める基準の

算定数を七十以上満たしている場合 

協力医療機関連携加

算 

１月につき 

５０単位 

（５１円） 

※令和７年３月

３１日までは 

１００単位 

（１０２円） 

相談・診療を行う体制を常時確保し、緊急時に入院を

受け入れる体制を確保している協力医療機関と連携し

ている場合 

ターミナルケア加

算（死亡日） 

１日につき 

１，９００単位 

(１，９２７円) 

医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断

した入所者に対して、医師、看護師、介護職員等が共

同でターミナルケアを行った場合 

栄養マネジメント 

強化加算 

１１単位 

（１２円） 

必要な体制が整備され、継続的な栄養管理を強化して

実施した場合 

ターミナルケア加

算（死亡日以前 2

日又は 3日） 

１日につき 

９１０単位 

(９２３円) 

同上 

経口移行加算 ２８単位 

（２９円） 

必要な体制が整備され、経管による食事摂取の方など

が経口の食事摂取を進めるための栄養管理を行った場

合 

ターミナルケア加

算（死亡日以前４

日～30日） 

１日につき 

１６０単位 

(１６３円) 

同上 

経口維持加算（Ⅰ） １月につき 

４００単位 

（４０６円） 

摂食機能障害や誤嚥を有する方に対して経口維持計画

に従い特別な管理を行った場合 



2025 年 3 月 1 日 

ターミナルケア加

算（死亡日以前 31

日～45日） 

１日につき 

７２単位 

(７３円) 

同上 

経口維持加算（Ⅱ） １月につき 

１００単位 

（１０２円） 

（Ⅰ）の基準に加え、食事の観察及び会議等に、医師、

歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合 

  

初期加算（Ⅰ） 

１日につき 

６０単位 

（６１円) 

急性期医療を担う医療機関の一般病棟への入院後３０

日以内の場合 

口腔衛生管理加算 

（Ⅰ） 

１月につき 

９０単位 

（９２円） 

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、

口腔ケアを月 2回以上行い、介護職員に対し、具体的

な技術的助言及び指導を年 2回以上実施した場合 

初期加算（Ⅱ） 

１日につき 

３０単位 

(３１円) 

入所した日から起算して３０日以内の場合 

口腔衛生管理加算 

（Ⅱ） 

１月につき 

１１０単位 

（１１２円） 

（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生管理に関する情報を厚

労省へ提出し、フィードバックを活用している場合 

退所時栄養情報

連携加算 

１月につき 

７０単位 

(７１円) 

管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該者

の栄養管理に関する情報を提供した場合 

療養食加算 １回につき 

６単位(６円) 

医師の食事箋に基づく腎臓病食等の療養食を提供した

場合 

再入所時栄養連

携加算 

２００単位 

(２０３円) 

※１回を限度と

して算定 

病院又は診療所から再入所する際に、管理栄養士同士

が連携し、栄養ケア計画を策定した場合 

かかりつけ医連携薬

剤調整加算（Ⅰ）イ 

１４０単位 

（１４２円） 

※１回を限度とし

算定 

薬剤調整について、入所前の主治医と連携して薬剤を

評価・調整した場合 

認知症専門ケア加算

（Ⅰ） 

３単位 

（３円） 

認知症介護実践リーダー研修修了者を基準以上配置

し、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指

導会議を定期的に実施している場合 

かかりつけ医連携薬

剤調整加算（Ⅰ）ロ 

７０単位 

（７１円） 

※１回を限度と

して算定 

施設において薬剤を評価・調整した場合 

認知症専門ケア加算

（Ⅱ） 

４単位 

（４円） 

（Ⅰ）の要件を満たし、かつ、認知症介護指導者研修

修了者を１名以上配置し、介護・看護職員毎の研修計

画を作成・実施又は実施を予定している場合 

かかりつけ医連携 

薬剤調整加算（Ⅱ） 

２４０単位 

(２４４円) 

＊１回を限度と

して算定 

（Ⅰ）の要件に加え、薬剤調整に関する情報を厚労省

へ提出し、フィードバックを活用している場合 

認知症チームケア推

進加算（Ⅰ） 

１月につき 

１５０単位(１

５３円) 

認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応

（以下「予防等」という。）に資する認知症介護の指

導に係る専門的な研修を修了している者又は認知症介

護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の

予防等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了し

た者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員から

成る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組ん

でいる場合 

かかりつけ医連携 

薬剤調整加算（Ⅲ） 

１００単位 

(１０２円) 

＊１回を限度と

して算定 

（Ⅱ）の要件に加え、減薬に至った場合 

認知症チームケア推

進加算（Ⅱ） 

１月につき 

１２０単位(１

２２円) 

認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護

に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置

し、かつ、複数人の介護職員から成る認知症の行動・

心理症状に対応するチームを組んでいる場合 

緊急時治療管理 ５１８単位 

（５２６円） 

＊1 月に 1 回、 

連続する 3 日 

を限度に算定 

病状が重篤になり救命救急医療が必要となる場合にお

いて緊急的な治療管理を行った場合 

認知症行動・心理 

症状緊急対応加算 

２００単位 

（２０３円） 

＊入所日より

７日を限度と

して算定 

医師が、認知症の行動・心理症状により在宅での生活

が困難であり、緊急に入所することが適当であると判

断し、入所サービスを提供した場合 

特定治療 医科診療報酬点

数表により算定 

症状により特別な治療が必要な場合 

リハビリテーションマネ

ジメント計画書情報加

算（Ⅰ） 

１月につき 

５３単位 

(５４円) 

入所者ごとのリハビリテーション実施計画書の情報を

作成し、厚労省へ提出し、フィードバックを活用して

いる場合（口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメ

ント強化加算を算定している場合に限る） 

所定疾患施設療養費

(Ⅰ) 

２３９単位 

（２４３円） 

＊1月に７日を

限度として算定 

肺炎、尿路感染症、帯状疱疹、蜂窩織炎の治療を必要

とする状態となり、投薬、検査、注射、処置等を行っ

た場合 

 

リハビリテーションマネ

ジメント計画書情報加

算（Ⅱ） 

１月につき 

３３単位 

(３４円) 

入所者ごとのリハビリテーション実施計画書の情報を

作成し、厚労省へ提出し、フィードバックを活用して

いる場合 

所定疾患施設療養費

(Ⅱ) 

４８０単位 

（４８７円） 

＊1 月に 10 日を

限度として算定 

(Ⅰ)の要件と同じ 

※医師が感染症対策に関する研修を受講している 

場合 

褥瘡マネジメント 

加算（Ⅰ） 

１月につき 

３単位 

(３円) 

 

褥瘡の発生と関連のあるリスクについての評価結果を

厚労省へ提出し、褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施

している場合 

排せつ支援加算（Ⅰ） １月につき 

１０単位 

(１１円) 

 

要介護状態の軽減の見込みについて、評価結果を厚労

省へ提出し、排せつ介護を要する原因を分析し、計画

に基づく支援を継続して実施した場合 

褥瘡マネジメント 

加算（Ⅱ） 

１月につき 

１３単位 

(１４円) 

 

（Ⅰ）の要件に加え、褥瘡の認められた入所者等につい

て、当該褥瘡が治癒した場合又は褥瘡が発生するリスクが

あるとされた入所者について、褥瘡の発生がない場合 

排せつ支援加算（Ⅱ） １月につき 

１５単位 

(１６円) 

 

（Ⅰ）の要件に加え、入所時と比較して、排尿・排便の状態

の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がな

い、又は、おむつ使用ありから使用なしに改善している場

合、又は、施設入所時に尿道カテーテルが留置されてい

た者について、尿道カテーテルが抜去された場合 

自立支援促進加算 １月につき 

３００単位 

(３０５円) 

リハビリテーション・機能訓練・日々の過ごし方等に

ついてのケア計画を厚労省へ提出し、フィードバック

を活用している場合 

排せつ支援加算（Ⅲ） １月につき 

２０単位 

(２１円) 

 

（Ⅰ）の要件に加え、入所時と比較して、排尿・排便の状態

の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がな

い、又は、施設入所時に尿道カテーテルが留置されてい

た者について、尿道カテーテルが抜去された場合で、か

つ、おむつ使用ありから使用なしに改善している場合 

科学的介護推進体制

加算（Ⅰ） 

１月につき 

４０単位 

(４１円) 

入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症

の状況、その他心身の状況等に係る基本的な情報を厚

労省へ提出し、フィードバックを活用している場合 

高齢者施設等感染対

策向上加算（Ⅰ） 

１月につき 

１０単位 

(１１円) 

感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う

体制を確保している、かつ、診療報酬における感染対

策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行

った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感

染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加し

ている場合 

科学的介護推進体制

加算（Ⅱ） 

１月につき 

６０単位 

(６１円) 

（Ⅰ）の情報に加え、疾病の状況や服薬情報を厚労省

へ提出し、フィードバックを活用している場合 

高齢者施設等感染対

策向上加算（Ⅱ） 

１月につき 

５単位 

(５円) 

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行っ

た医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者が発

生した場合の感染制御に係る実地指導を受けている場

合 



2025 年 3 月 1 日 

安全対策体制加算 ２０単位 

（２１円） 

＊入所時 1回

を限度として

算定 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全

対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制

が整備されている場合 

振興感染症等施設療

養費 

１月につき 

２４０単位 

（２４４円） 

※連続する５日

を限度として 

算定 

入所者等が厚生労働大臣の定める感染症に感染した場

合に、相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を

確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、

適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービス

を行った場合 

生産性向上推進体制

加算（Ⅰ） 

１月につき 

１００単位 

（１０２円) 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開

催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイド

ラインに基づいた改善活動を継続的に行っている場合 

 

○ 見守り機器等のテクノロジーを複数導入している。 

○ 職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用

等）の取組等を行っている。 

○ １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を

示すデータの提供（オンラインによる提出）を行い、

成果が確認されている。 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 

２２単位 

（２３円） 

介護職員の総数のうち介護福祉士８０％以上又は勤続

10年以上の介護福祉士を 35％以上配置している場合 

生産性向上推進体制

加算（Ⅱ） 

１月につき 

１０単位 

(１１円) 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開

催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイド

ラインに基づいた改善活動を継続的に行っている場合 

 

○ 見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入して

いる 

○ １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を

示すデータの提供（オンラインによる提出）を行って

いる 

   

 

 

※1 【令和６年６月１日から】 

別途、介護職員等処遇改善加算Ⅱ（単位数合計の 7.1％）を算定させていただきます。 

 

※2 当事業所は介護保険の定める地域区分「七級地」に該当するため、１単位 10.14 円で計算します。※1 を含む、単位数の合計×10.14 円が介護保険の費用総額となり、

そのうち 7 割～9 割（介護保険負担割合証をご確認下さい。）が介護保険より給付されます。そして費用総額から介護保険給付額を引いた額が利用者負担金となります。 

 

※3 表中（ ）内は、それぞれ項目ごとに計算した利用者負担１割の場合の負担額です。実際は単位数の合計のもとに計算されますので、若干の誤差が生じます。 

 

 

 

介護老人保健施設 緑樹苑  新潟市中央区神道寺２丁目４番２４号  電話（025）244-6100（代表） 


